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４ 財政指標 

（１）経常収支比率 

 
 財政の弾力性を示す経常収支比率は､市町村平均（加重平均）

92.1％となり前年度（90.5％）に比べて､1.6ポイント上昇し

ました｡ 

 市町村別では、財政運営上注意を要すると言われる90％を

超える団体数は、29団体となり前年度（23団体）に比べて、6

団体増加しました。 

経常収支比率の推移 
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(％) 

－用語解説－ 
経常収支比率 

 この比率は、経常一般財源（地方税、交付税等の例年決まって収入される団体が自由に使える財源）が、経常経費（人件
費、扶助費、公債費等の例年決まって支出される経費）に、どの程度充当されているかを表したものであり、財政構造の弾

力性を判断するために用いられます。 

市 町村 計

80.0%未満 0 1 1
80.0%～85.0%未満 2 6 8

85.0%～90.0%未満 18 7 25
90.0%～95.0%未満 17 8 25

95.0%以上 3 1 4

40 23 63

凡例
団体数

合計
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市町村別経常収支比率 
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82.9
87.0

93.9
92.2
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80.0

92.0
82.5

88.6
84.5

80.4
79.9

82.5
94.6
93.8

88.5

70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 95.0 100.0

1 さいたま市
2 川越市
3 熊谷市
4 川口市
5 行田市
6 秩父市
7 所沢市
8 飯能市
9 加須市
10 本庄市
11 東松山市
12 春日部市
13 狭山市
14 羽生市
15 鴻巣市
16 深谷市
17 上尾市
18 草加市
19 越谷市
20 蕨市
21 戸田市
22 入間市
23 朝霞市
24 志木市
25 和光市
26 新座市
27 桶川市
28 久喜市
29 北本市
30 八潮市
31 富士見市
32 三郷市
33 蓮田市
34 坂戸市
35 幸手市
36 鶴ヶ島市
37 日高市
38 吉川市

39 ふじみ野市
40 白岡市
41 伊奈町
42 三芳町
43 毛呂山町
44 越生町
45 滑川町
46 嵐山町
47 小川町
48 川島町
49 吉見町
50 鳩山町

51 ときがわ町
52 横瀬町
53 皆野町
54 長瀞町
55 小鹿野町
56 東秩父村
57 美里町
58 神川町
59 上里町
60 寄居町
61 宮代町
62 杉戸町
63 松伏町

県平均 92.1%

（％） 

市平均  92.4％ 
町村平均 88.7％ 

全国平均 91.3% 
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（２）義務的経費比率 

 
 義務的経費比率は､市町村平均（加重平均）48.7％となり前年度

（48.2％）に比べて､0.5ポイント増加しました。 
 
 

 
義務的経費比率の推移 

 
－用語解説－ 
義務的経費比率 

 義務的経費比率は、歳出総額に占める義務的経費（支出が義務づけられ、任意に削減することができない硬直性が高い経費）

の割合を表すものです。 

嵐山町
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神川町

東秩父村
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34.9 
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40.0 

43.4 
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41.9 41.7 

37.6 

46.0 

47.3 
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47.1 

44.5 

49.5 
50.6 

50.2 
48.2 48.7 

38.0 

47.0 
47.6 

48.3 48.2 

45.2 
48.2 

48.6 47.1 

46.2 
46.7

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

平成7 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26年度

県内市平均 県内町村平均 県内市町村平均 全国市町村平均

(％) 

市 町村 計
35.0%未満 0 3 3

35.0%～40.0%未満 0 5 5
40.0%～45.0%未満 10 11 21
45.0%～50.0%未満 19 3 22
50.0%～55.0%未満 9 1 10
55.0%以上 2 0 2

40 23 63

凡例
団体数

合計
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市町村別義務的経費比率 
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37.0
43.0

40.9
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34.7
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41.2

37.6
31.6

37.5
32.8

38.9
42.7

41.6
45.8

47.3

30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0

1 さいたま市
2 川越市
3 熊谷市
4 川口市
5 行田市
6 秩父市
7 所沢市
8 飯能市
9 加須市
10 本庄市
11 東松山市
12 春日部市
13 狭山市
14 羽生市
15 鴻巣市
16 深谷市
17 上尾市
18 草加市
19 越谷市
20 蕨市
21 戸田市
22 入間市
23 朝霞市
24 志木市
25 和光市
26 新座市
27 桶川市
28 久喜市
29 北本市
30 八潮市
31 富士見市
32 三郷市
33 蓮田市
34 坂戸市
35 幸手市
36 鶴ヶ島市
37 日高市
38 吉川市

39 ふじみ野市
40 白岡市
41 伊奈町
42 三芳町
43 毛呂山町
44 越生町
45 滑川町
46 嵐山町
47 小川町
48 川島町
49 吉見町
50 鳩山町

51 ときがわ町
52 横瀬町
53 皆野町
54 長瀞町
55 小鹿野町
56 東秩父村
57 美里町
58 神川町
59 上里町
60 寄居町
61 宮代町
62 杉戸町
63 松伏町

県平均

48.7%

全国平均
46.7%

（％） 

市平均  49.3％ 
町村平均 41.7％ 
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（３）公債費負担比率 

 
 
 公債費負担比率は、市町村平均（加重平均）12.4％となり前年

度（12.6％）と比べて、0.2ポイント減少しました｡ 

 警戒ラインとされる15.0％以上となった団体は 3団体、危険
ラインとされる20.0％以上の団体はありませんでした。 
 

公債費負担比率の推移 

 

－用語解説－ 
公債費負担比率 

 地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指数の一つで、公債費に充当された一般財源の一般財源総額

に対する割合です。 
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平成7 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26年度

県内市平均 県内町村平均 県内市町村平均 全国市町村平均

(％) 

市 町村 計
5.0%未満 0 0 0

5.0%～10.0%未満 10 9 19
10.0%～15.0%未満 27 14 41
15.0%～20.0%未満 3 0 3
20.0%以上 0 0 0

40 23 63

凡例
団体数

合計
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市町村別公債費負担比率 
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13.7

12.6
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7.8
12.3
12.7

11.0
9.9
11.0
10.7

12.2
10.0

9.3
10.9

12.9
5.5

6.6
7.9

9.7
10.5

9.4
11.1

10.7

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0 16.0 18.0

1 さいたま市
2 川越市
3 熊谷市
4 川口市
5 行田市
6 秩父市
7 所沢市
8 飯能市
9 加須市
10 本庄市

11 東松山市
12 春日部市
13 狭山市
14 羽生市
15 鴻巣市
16 深谷市
17 上尾市
18 草加市
19 越谷市
20 蕨市
21 戸田市
22 入間市
23 朝霞市
24 志木市
25 和光市
26 新座市
27 桶川市
28 久喜市
29 北本市
30 八潮市

31 富士見市
32 三郷市
33 蓮田市
34 坂戸市
35 幸手市

36 鶴ヶ島市
37 日高市
38 吉川市

39 ふじみ野市
40 白岡市
41 伊奈町
42 三芳町

43 毛呂山町
44 越生町
45 滑川町
46 嵐山町
47 小川町
48 川島町
49 吉見町
50 鳩山町

51 ときがわ町
52 横瀬町
53 皆野町
54 長瀞町

55 小鹿野町
56 東秩父村
57 美里町
58 神川町
59 上里町
60 寄居町
61 宮代町
62 杉戸町
63 松伏町

県平均

12.4%

全国平均

15.3%

（％） 

市平均  12.5％ 

町村平均 10.8％ 
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（４）健全化判断比率 
 健全化判断比率は、各市町村において「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき

算出、公表することとされており、「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、｢実質公債費比率｣、

「将来負担比率」の４つの指標の総称です。県内市町村の各指標の状況については以下のとおり

です。 

 

（４）－１ 実質赤字比率（早期健全化基準11.25～15％、財政再生基準20％） 
 実質赤字が発生している市町村はありませんでした。 
 
（４）－２ 連結実質赤字比率（早期健全化基準16.25～15％、財政再生基準30％） 
 連結実質赤字が発生している市町村はありませんでした。 
 
 
－用語解説－ 
実質赤字比率 

 一般会計の赤字が、その標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示すものです。 

 この比率が高くなるほど、赤字解消の困難度が増し、より多くの歳出削減策や歳入増加策が必要となります。 

 

 

 

 

連結実質赤字比率 

 全会計の赤字が、一般会計等の標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示すものです。 

 この比率が高くなるほど、赤字解消の困難度が増し、より多くの歳出削減策や歳入増加策が必要となります。 

 

 

 

 

実質公債費比率 

 一般会計等が単年度で返済する必要のある借入金の返済額が、その標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示すものです。 

 この比率が高くなるほど、財政の硬直化が進行し、新たな政策への予算配分が困難になるなど、行財政運営の自由度が下がる

ことになります。 

 

 

 

 

  ※準元利償還金：公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出金など、地方債の元利償還金に準ずるもの。 

 

将来負担比率 

 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債が、その標準的な年間収入の何倍であるかを示すものです。 

 この比率が高くなるほど、今後の財政運営が圧迫される可能性が高くなります。 

 

早期健全化基準 

 自主的かつ計画的に財政の健全化を図ることが必要となる基準。 

 ４つの健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）のうち１つでも基準値に達する

と、「財政健全化計画」を策定しなければなりません。 

 

財政再生基準 

 健全化段階よりさらに悪化し、自主的な財政の健全化が困難とみなされる基準。 

 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率のうち１つでも基準値に達すると、「財政再生計画」を策定しなければな

りません。 

 

  

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額  

標準財政規模  

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額  

標準財政規模  

 

実質公債費比率 ＝ 

(３か年平均) 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）  

 

将来負担比率 ＝ 

 

将来負担額－ 

（充当可能基金＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）  
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（４）－３ 実質公債費比率（早期健全化基準：25％、財政再生基準：35％） 

 
 実質公債費比率は、市町村平均（加重平均）5.4％と、

前年度（6.1％）に比べて0.７ポイント低下しました。 
 なお、起債許可となる 18％以上となった団体はありま

せんでした。 
 
 
（４）－４ 将来負担比率（早期健全化基準：350％、政令指定都市は400％） 

 

 
 将来負担比率は、市町村平均（加重平均）31.5％となり前

年度（34.2％）に比べ2.7ポイント低下しました。 
 なお、早期健全化基準以上となった団体はありませんでし

た。 
 

嵐山町

さいたま市
川越市

熊谷市

川口市

行田市

秩父市

所沢市

飯能市

加須市

本庄市

東松山市

狭山市

羽生市

鴻巣市

深谷市

上尾市

草加市

春日部市

越谷市

久喜市 幸手市

杉戸町
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鶴ヶ島市

日高市

毛呂山町

越生町

鳩山町

滑川町
小川町

ときがわ町

横瀬町

小鹿野町

皆野町

寄居町
長瀞町

美里町

上里町

神川町

東秩父村

嵐山町

さいたま市
川越市

熊谷市

川口市

行田市

秩父市

所沢市

飯能市

加須市

本庄市

東松山市

狭山市

羽生市

鴻巣市

深谷市

上尾市

草加市

春日部市

越谷市

久喜市 幸手市

杉戸町

宮代町
白岡市

蓮田市

松伏町

吉川市

三郷市

八潮市
蕨市

戸田市

和光市

朝霞市

志木市

新座市

富士見市

三芳町

ふじみ野市

入間市

伊奈町桶川市

北本市

吉見町

川島町
坂戸市

鶴ヶ島市

日高市

毛呂山町

越生町

鳩山町

滑川町
小川町

ときがわ町

横瀬町

小鹿野町

皆野町

寄居町
長瀞町

美里町

上里町

神川町

東秩父村

市 町村 計
5.0%未満 24 6 30

5.0%～10.0%未満 14 12 26
10.0%～15.0%未満 2 5 7
15.0%～18.0%未満 0 0 0
18.0%～25.0%未満 0 0 0
25.0%以上 0 0 0

40 23 63

凡例
団体数

合計

市 町村 計
50.0%未満 31 9 40

50.0%～100.0%未満 7 12 19
100.0%～150.0%未満 2 2 4
150.0%～200.0%未満 0 0 0
200.0%～350.0%未満 0 0 0
350.0%以上 0 0 0

40 23 63

凡例
団体数

合計
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5.2
6.7

3.4
7.6

4.7
4.3

2.4
2.7

6.9
6.2

3.4
7.6

1.6
11.0

3.6
3.8
4.0
4.3

9.0
4.5
3.6

1.0
3.9

▲ 0.2
2.8
5.1
4.8

9.0
3.9

10.6
4.3

7.7
6.4

4.4
4.7
7.4

2.8
5.0

1.2
7.1

10.2
8.2

5.4
3.9

11.1
8.0

3.3
4.3
7.1
6.4

3.2
8.0

2.8
11.3
10.1

1.4
5.5
5.3

10.6
6.0
6.6
8.9
8.7

▲ 5.0 0.0 5.0 10.0 15.0

1 さいたま市
2 川越市
3 熊谷市
4 川口市
5 行田市
6 秩父市
7 所沢市
8 飯能市
9 加須市
10 本庄市
11 東松山市
12 春日部市
13 狭山市
14 羽生市
15 鴻巣市
16 深谷市
17 上尾市
18 草加市
19 越谷市
20 蕨市
21 戸田市
22 入間市
23 朝霞市
24 志木市
25 和光市
26 新座市
27 桶川市
28 久喜市
29 北本市
30 八潮市
31 富士見市
32 三郷市
33 蓮田市
34 坂戸市
35 幸手市
36 鶴ヶ島市
37 日高市
38 吉川市

39 ふじみ野市
40 白岡市
41 伊奈町
42 三芳町
43 毛呂山町
44 越生町
45 滑川町
46 嵐山町
47 小川町
48 川島町
49 吉見町
50 鳩山町

51 ときがわ町
52 横瀬町
53 皆野町
54 長瀞町
55 小鹿野町
56 東秩父村
57 美里町
58 神川町
59 上里町
60 寄居町
61 宮代町
62 杉戸町
63 松伏町

26.9
68.9

-
35.8
38.4
46.5

1.1
9.2
9.2
18.3
18.3
33.4

9.1
103.4

31.9
-

34.9
25.0

65.9
11.5

57.1
8.8

42.2
-

35.6
52.9

20.0
51.5
52.5

112.9
-

59.5
16.4

46.4
13.7
20.3

-
44.7

-
3.4

71.1
111.6

51.8
37.8

83.7
84.6
79.7

14.8
57.4
68.6
74.1

60.4
32.5

130.5
34.3

-
84.3

18.1
27.6

57.5
32.7

17.0
64.6

0.0 50.0 100.0 150.0

1 さいたま市
2 川越市
3 熊谷市
4 川口市
5 行田市
6 秩父市
7 所沢市
8 飯能市
9 加須市
10 本庄市

11 東松山市
12 春日部市
13 狭山市
14 羽生市
15 鴻巣市
16 深谷市
17 上尾市
18 草加市
19 越谷市
20 蕨市
21 戸田市
22 入間市
23 朝霞市
24 志木市
25 和光市
26 新座市
27 桶川市
28 久喜市
29 北本市
30 八潮市

31 富士見市
32 三郷市
33 蓮田市
34 坂戸市
35 幸手市

36 鶴ヶ島市
37 日高市
38 吉川市

39 ふじみ野市
40 白岡市
41 伊奈町
42 三芳町

43 毛呂山町
44 越生町
45 滑川町
46 嵐山町
47 小川町
48 川島町
49 吉見町
50 鳩山町

51 ときがわ町
52 横瀬町
53 皆野町
54 長瀞町

55 小鹿野町
56 東秩父村
57 美里町
58 神川町
59 上里町
60 寄居町
61 宮代町
62 杉戸町
63 松伏町

全国平均

45.8%

市町村別実質公債費比率 市町村別将来負担比率 

全国平均 

8.0% 

 

市平均   5.2% 
町村平均  7.1% 

県平均5.4% 

市平均   29.5% 

町村平均  55.1% 

県平均31.5% 

（％） （％） 
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（５）財政力指数 

 
 
財政基盤の強さを示す指標である財政力指数（平成 24～平成 26年度の
平均）は、市町村平均（単純平均）0.77と前年度（0.77）と同数になり
ました。 
 
 

財政力指数の推移 

 

 

－用語解説－ 
財政力指数 

 標準的な行政活動を行う財源をどのくらい自力で調達できるかを示した指標で、財政力指数が大きいほど財政力が強いとみる

ことができます。通常過去３カ年の平均をいいます。 
 原則、単年度で「１」以上の市町村には、普通交付税は交付されません。 
 

嵐山町
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上尾市

草加市

春日部市

越谷市

久喜市 幸手市

杉戸町

宮代町
白岡市

蓮田市

松伏町

吉川市

三郷市

八潮市
蕨市

戸田市

和光市

朝霞市

志木市

新座市

富士見市

三芳町

ふじみ野市

入間市

伊奈町桶川市

北本市

吉見町

川島町
坂戸市

鶴ヶ島市

日高市

毛呂山町

越生町

鳩山町

滑川町
小川町

ときがわ町

横瀬町

小鹿野町

皆野町

寄居町
長瀞町

美里町

上里町

神川町

東秩父村

0.96 

0.87 
0.90 

0.93 
0.95 

0.94 
0.91 

0.88 
0.85 0.85 0.85 

0.61 

0.67 
0.70 

0.72 0.73 0.72 
0.70 

0.67 
0.64 0.63 0.64 

0.90 

0.78 
0.81 

0.84 
0.86 0.86 

0.83 
0.80 

0.77 0.77 0.77 

0.42 

0.52 0.53 

0.55 0.56 0.55 
0.53 

0.51 
0.49 0.49 

0.49 

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

平成7 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26年度
県内市平均 県内町村平均 県内市町村平均 全国市町村平均

市 町村 計
1.0%以上 2 1 3

0.8%～1.0%未満 25 2 27
0.6%～0.8%未満 13 12 25
0.4%～0.6%未満 0 6 6
0.2%～0.4%未満 0 2 2
0.2%未満 0 0 0

40 23 63

凡例
団体数

合計
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市町村別財政力指数 

 

 

 

0.97
0.95

0.88
0.94

0.71
0.60

0.95
0.79
0.76
0.75
0.86

0.77
0.90

0.77
0.75
0.77

0.90
0.89
0.91

0.84
1.19

0.92
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0.84
1.00

0.89
0.82
0.87

0.79
0.97

0.76
0.91

0.77
0.83

0.72
0.87
0.85
0.85
0.83
0.83
0.84

1.02
0.63

0.54
0.89

0.79
0.68
0.73

0.62
0.60

0.52
0.55

0.42
0.42

0.35
0.20

0.75
0.54

0.78
0.77

0.62
0.74

0.64

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00 1.20 1.40

1 さいたま市
2 川越市
3 熊谷市
4 川口市
5 行田市
6 秩父市
7 所沢市
8 飯能市
9 加須市
10 本庄市

11 東松山市
12 春日部市
13 狭山市
14 羽生市
15 鴻巣市
16 深谷市
17 上尾市
18 草加市
19 越谷市
20 蕨市

21 戸田市
22 入間市
23 朝霞市
24 志木市
25 和光市
26 新座市
27 桶川市
28 久喜市
29 北本市
30 八潮市

31 富士見市
32 三郷市
33 蓮田市
34 坂戸市
35 幸手市

36 鶴ヶ島市
37 日高市
38 吉川市

39 ふじみ野市
40 白岡町
41 伊奈町
42 三芳町

43 毛呂山町
44 越生町
45 滑川町
46 嵐山町
47 小川町
48 川島町
49 吉見町
50 鳩山町

51 ときがわ町
52 横瀬町
53 皆野町
54 長瀞町

55 小鹿野町
56 東秩父村
57 美里町
58 神川町
59 上里町
60 寄居町
61 宮代町
62 杉戸町
63 松伏町

県平均 0.77

全国平均 0.49 

市平均  0.85 
町村平均 0.64 


